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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本経済トピックスを新聞から抜粋しました。（公社）長井法人会（ＴＥＬ88‐3960 ＦＡＸ88‐3823） 

 

（公社）長井法人会青年部会 何かを始めなければ、現実は何も変らない 

１０分でわかる 

    

 

 

総務省は７月の全国消費者物価指数は前年同月比２．

４％上昇の１０２．２だったと発表した。原油などのエ

ネルギー価格や穀物価格の上昇に加え、円安による輸入

物価の上昇により、生活に欠かせない電気代や食料品な

ど値上がりした。同省の調べによると、７月に物価上昇

率が大きかった主な品目は、食用油（前年同月比４０．

３％上昇）、電気代（同１９．６％上昇）、ガス代（同１

８．８％上昇）、携帯電話機（同１４．７％上昇）、食パ

ン（同１２．６％上昇）などとなっている。  

 

 

 

 

ニューヨーク原油先物相場で指標となる米国産標準

油種（ＷＴＩ）の９月売渡価格の８月１５日終値は１バ

ーレル＝８９．４１ドルとなった。前週末比２．６８ド

ル安となったが、一時は１バーレル＝８６ドル台後半まで下

落し、ロシアの侵攻前の２月上旬以来約６カ月ぶりの安値と

なった。中国をはじめ世界的な景気減速でエネルギー需要の

減少が懸念されたことから、売り注文が膨らんだことが背景

にある。ロシアの侵攻後の３月には１３０ドル台で推移し

ていたが、４０ドル以上も下落したことになる。  

 

 

 

 

財務省は７月の貿易統計で、貿易収支は１兆４３６８

億円の赤字となったと発表した。貿易赤字は１２カ月連

続となり、７月としては過去最大となった。背景には、

原油などの資源高や円安により輸入が前年同月比４７．

２％増の１０兆１８９６億円と大きく膨らんだことが

挙げられている。輸出も１９．０％増の８兆７５２８億

円と最大を更新したものの、輸入額には及ばなかった。

今後、世界経済の減速で輸出の伸び悩みが懸念されてお

り、日本経済への悪影響が懸念されている。  

 

 

 

 

総務省の調べで、エネルギーや食料などの物価高によ

り低所得世帯ほど家計負担が重荷となっている実態が

明らかになった。同省が勤労者世帯の年収を５段階に分類し、

それぞれの階層の６月の消費者物価上昇率との相関を調べた

もので、年収９６２万円超の高所得者世帯は前年同月比２．

０％だったが、低所得者である年収４６３万円以下の世帯は無

職世帯含めて２．４％だった。所得が低いほど物価上昇率が高

くなっている実態を浮き彫りにした。  

   

 

 

厚生労働省の発表によると、新型コロナウイルス感染

で全国の自宅療養者数は８月１０日時点で約１５５万

８千人となり、４週連続で過去最多を更新した。また、

同省がまとめたコロナ感染症による死者数は８月９日に２５

０人に達し、約１か月前の７月１５日時点（３１人）に比べて

約８倍に上っている実態にある。第６波の２月２２日時点での

死者数は最多の２７７人を記録しており、脇田感染症研究所長

は「適切な医療が受けられず、死者数は第６波を上回る可能

性がある」と指摘している。 

 

 

 

 

カナダ・ブリティッシュコロンビア大の研究チームは人工

衛星を打ち上げたロケットの残骸などのスペースデブリ（宇

宙ゴミ）が地上に落下して今後１０年間で死傷者を出す確率

は１０％に上ると発表した。同研究グループの論文では、１９

９２年から３０年間で１５００以上のロケット残骸が軌道を

外れ、そのうち約７割が制御不能に陥ったとみられる。高度６

００キロ未満の低軌道を周回し、落下の恐れがある残骸は６５

１個あり、今後１０年間に大気圏に突入して落下することでの

死傷者が出る確率は１０％になると分析している。 

 

 

 

 

環境保護団体グリーピースは、日本の主要カフェチェ

ーン９社で２０２０年に使い捨てられたプラスチックや紙の

カップは推計で３億６９５０万個に上るとする調査報告書を

発表した。調査はスターバックスなどの大手カフェチェーン９

社を対象にアンケートや調査員を使った店内観察、取集したレ

シートの分析を基に、各社の売り上げデータなどを加味して２

０２０年の使い捨てカップの消費量を推定したもの。同団体で

は「再利用容器の使用拡大などで使い捨てカップの削減に取り

組む必要がある」と指摘している。 

 

 

 

 

ニュージーランド政権は２００９年以降に生まれた

子どもが生涯にわたって、たばこを吸えなくするための法改

正案を世界で初めて国会に提出した。法案は賛成多数で可決す

る見通しで、年内には可決・成立するとみられている。ＮＺ政

権は「たばこのない国」を目指し、現在１箱約２５００～３４

００円程度するたばこにさらに税金を上乗せするとともに、ニ

コチンを大幅にカットすることに加え、たばこ販売店も９割以

上削減する計画を立てている。  

コロナ感染者の自宅療養、４週連続で最多 ７月の消費者物価指数、２．４％上昇 

宇宙ゴミ落下で死傷者の確率は１０％に 

貿易赤字１２カ月連続、７月は過去最大  

ＮＹ原油、約６カ月ぶり安値の８９ドル台 

国内カフェ大手使い捨てカップ、年３ .６億個  

ＮＺ、世界初の「たばこのない国」を目指す 物価高騰が低所得者を直撃している実態  


